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西ドイツ企業における経営協議会の
　　　　　実態について
二　神　恭　一
1．序
　西ドイツ企業におげる労使の共同決定制は，経営協議会の設置，監査役会へ
の被用老代表の派遺，Arbeitsdirektorの任命という3つの柱を通じて機能L
ω
ている。これらの共同決定制は，法的に強制されており，その権原は経営構成
法と共同決定法にある。
　このうち，経営協議会の方は，相応の歴史をもってい飢フォーマルな規定
という点からしても，すでに1918年のワイマール憲法において，経営協議会
の考え方はうたわれている。すなわち，「労働者および職員は，経営着と同等
の権利をもって，共同して，賃金および労働条件の規制ならびに生産力の全体
的・経済的発達に参加するものとする」（ワイマール憲法・第165条）。さら
に・つぎのよう在規定もみられ乱r労働者と職員は，かれらの杜会的・経済
的イソタレストをまもるために，個々の経営体については経営協議会におい
て，各々の経済地区に対しては地区労働老評議会（B・2i・ksarb・it・r・査t・）におい
て，また全国的規模では，全国労働老評議会（R・i・hsa・b・it…at）において，
代表権をもつべきである。地区労働者評議会と全国労働者評議会は，すべての
経済的任務を遂行し，かつ杜会化立法の実行に協力するために，使周者その他
の代表と共同して，地区経済協議会（B・・i・kswi耐・ch・fts・身te）と全国経済協議
会（Rei・h・wi㎡・chaftsrat）を形成する」（同憲法・第165条）。
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　つまり企業内部の参加のみならず，いわゆる超経営的規模での参加も語られ
ているのであるが，このうち，労働著の企業内的参カロは，1920年の経営協議会
法（B・triebsrヨteg・s・tz）において実を結ぶのである。同法の第1条によると，
「被月堵の使用者に対する共通の経済的インタレストを擁護し，かつ使用者の
能率的な企業経営を支持するために，被用者数20人以上の経営体には，すべ
て，経営協議会（B・triebsrat）が設げられたげれぱならない」。
　この場合の経営協議会は，まず被用老のイソタレストの代表磯関であるが，
それだけではなく同時に，経営者の能率的な企業経営をも麦持するものであ
る。そしてこれが，法的に強制される。ただ，この経営協議会は，企業に対す
多r突撃隊」的性格がつよく・あとでふれるように・経営構成法による経営協
議会といくつかの点で異なるが，反面，また共通している点も大きいといえ
る。実践面で多くの問題があったとしても，その考え方は今目の経営構成法に
引き継がれているo
　1934年の国民労働秩序法（Ges・t・・ur　O・dm・g　de・mtio・・1・n　A・b・it）で
は，拝営協議会に代って信頼協議会（V・・t・au・n…t）が設置されることになっ
た。ここで多くの後退があり，歪曲があったのであるが，ふたたび第二次大戦
後，たかまる労働運動のなかで，労働側は，経済民主化のひとつとして，企業
内的参加を要求し，それが経営構成法と共同決定法となって結実する事清は，
周知の通りであ孔経営協議会の方は，経営構成法により規定され私それ
は，結局，労使爾勢カの対決と，その妥協の産物であるが，やはり，これまで
の考え方と経験が刻印されている，とすべきだろう。いろいろの制約条件はあ
るにしても，パートナーシャフト（Pa・tne・schaチt）の思想の具象化する場が，
ふたたび・あたえられたわげであ孔そこで，小論においては，経営構成法に
よる経営協議会が，現実の企業のなかで，いかに機能しているかという実態調
査の結果について，関説してみたい。この種の実証研究は，いくつかあるので
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1到あるカミ，小論では，ブルーメの研究を中心にして，のべることにする。この研
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究が，経営協議会の実態に関して，詳細だと思われるからである。
　ブルーメの調査では，工業部門について，鉱山（Bau），金属加工（Meta11ve・
ra・beit㎜g），化学（Chemi・），印刷（Druck），繊艦（Textil），食品（Nahrung）
の6部門が選ぼれている。サービス部門（第三次産業）と農業部門は，労働な
らびに労働関係が異なるという理由で，調査から除外されている。そしてブル
ー刈こあっては，経営協議会のみたらず，経済委員会（Wi・tschaftsausschuB）
も設置されている企業をとり上げるので，被用者数100人以上のところが選ぽ
れている建前となる。ところが，大都市でさえ，被用者数100～200人の企業
の3分の1は，経営協議会がない有様である。そこでブルーメの調査は，被用
老数200人以上の規模のみをとり上げることになったようである。産業部門，
規模，地域の面から，任意サソプリングで抽出した491の経営体が，調査の対
　　　　1割象とされた。
　またブルーメの研究方法は，実践的杜会調査（p・aktische　So・ia1fo・sch・㎎）
　　　　　　　　　　　14〕の補助手段を用いるもので，a）郵送による質問票（pOstalisch　zugest・llt・Fra・
gebogen），b）標準化された質間票（st・nd・・disie・te　F・agebOgen）が使われた。
前老は態度調査，意向調査，期待調査にかかわるものでなく，経営規模，法律
形態，産業部門をきき，また経営協議会の規模と構成をたずねる質問票であ
る。後著の方は，経営協議会や経済委員会のメソバー，監査役会の労働側代表
とのイソタヴユーの基礎とLて使われる質問票で，前老をチェヅクし，補完す
るとともに，一定の事実に対する態度調査，意向調査，期待調査にかかわるも
のである。これらのほかに，c）被用老数1，000人以上の経営体での披周老代
表との集約的イソタヴユー（Int㎝siv－Inte岬iew）のための手引（L・itfad㎝）が
用いられた。これは，一定の問題に相手をひき入れ，意向をひき出すためのも
のである。
　これからのべる調査結果は，そうした対象と研究にもとづくものであ乱
注（1〕E．Gutenberg，Untemehmens揃hrung．Organisation　md　Entscheidunge孔
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　Wiesbad㎝1962．S．17．
（2）O・Blume，Nomen　und　Wirklichkeit　einer　Bethebsverfassa㎎．丁此i㎎㎝
　1964．ブルーメの別の文餓は，すでに古林教授によって，とり上げられている。古
　林喜楽著，経営労働論序説，ミネルヴァ書房，昭和42年。
（3〕　Blume，a．a．0．，S．5．
（4）　Biu血［e，a．a．O．，S．5－9．
2。経営協議会のフォーマルな地位
　経営協議会の地位は，1952年の経営構成法により規定されている。同法によ
ると，経営協議会は，選挙権ある被用著5人以上を雇い，そのうち3人が被選
挙権を有する経営体に設けられなげればならない。経営協議会は被用者側のメ
ソバーからのみなる。わがくにの労使協議会とは異なり，使用老はそのメソバ
ーとなることができない。つまりそれは，いわゆる労働者評議会にほかならな
ω
し・o
　経営協議会のメソバー数は，同法第9条により，経営規模にしたがって，つ
　　　　　　　　　　　121ぎのように定められている。
5～20人の選挙権ある被用者をもつ経営体
21～50人
51～ユ50人
151～300人
301～600人
601～1，000ノ㌧
1，001～2，000人
2，001～3，000人
3，00ユ～4，000人
4，00ユ～5，000人
5，00ユ～7，OOO人
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
　　1人
　　3人
　　5人
　　7人
　　9人
　　11人
ユ3～17人
15～19人
17～23人
19～25人
21～29人
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　7，001～9，000人　　　　　〃　　　　　　　　23～31人
　9，000人をこえる経営体　　　　　　　　　　　25～35人
　経営協議会員は，従業員の秘密直接投票（geheime　und㎜㎜itte1bare　Wahl）
によって選ぱれる（同法・第13条・I）。経営協議会は・できるだけ・被用者
の業務種類（Besch射tigmgsa竹en）の代表から構成されるようにと規定されて
おり（同法・第14条），性別の割合も考慮されるべきだとされている（同法・
第10条・4）。経営協議会員の職務期間は2年閻である（同法・第21条）。
　経営協議会は，公益を考慮したがら，企業とその従業員のイソタレストのた
めに，経営老と協カLなけれぱならない。すなわち，同法第49条によると・r使用
著と経営協議会とは，現行の団体協約の範囲において，信頼をもって，かつ当経
営体に代表権をもつ労働組合と使用者団体と協力Lて，共同福祉（GemeinwOhls）
を考慮Lながら，経営体とその従業員の福祉のために，緊密に協力する」。
　一方，経営体の領域における労働争議は，はっきりと禁止される。「使用者
と経営協議会は，経営体の活動と平和を危殆におとしいれる恐れのあるすべて
のものを排除しなけれぱならない。とくに，使用着と経営協議会は，相互に対
立する労働闘争の，いかなる方策をも遂行することは許されない。ただL労働
協約締結能力のある当事著問における労働闘争は・これによって影響されたい
ものとする」（同法・第49条・皿）。つまり基本的な考え方としては，使用老と
経営協議会のパイプは，使用者と被用老の利害調整を，労働争議的な展開をお
こなうことなく，相互にバートナーとLて認め合い，解決するという態度でお
こ恋う。さらに，相互に協カして，経営体の生産活動を確保し発展せLめる
ために，このパイプは用いられる。
　そこで経営協議会は，具体的に，つぎのような職務をもつものと考えられ私
　1．共同決定的性格の職務（Aufgaben　mit　mitb・stimm・nden　Chaτakt．r）。こ
れは，同法・第56条による社会事1項（so・i・1・A㎎eleg・nheiten）であ乱つま
りr経営協議会は，法律上ないL協約上の規制のたいかぎり・つぎの事項につ
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いて，共同決定しなげれぱならたい」。
　a）目常の労働時問ならびに休憩時間の開始時と終了時（Begim㎜d　Ende
der　t身gIichen　Arbeitszeit　und　der　Pausen）
　b）労働対価支払の時期と場所（Zeit　md0れder　AuszahImg　der　A・beits－
entgelte）
　C）休曜制の設定（Aufstellmg　des　U工1aubsPlans）
　d）職業教育の実施（Du・ch舳・㎜9de・Be「ufsausbild㎜9）
　e）経営的福利施設の管理（Verwaltung　vOn　WOhlfahrtsein・ichtu㎎・n，de・en
Wirk㎜gsbereich　auf　den　Betrieb　oder　das　Untemehmen　beschr註nkt　ist，ohne
ROcksicht　auf　ihre　Rechtsform）
　f）職場規律の問題（F・age　der　O・dmng　des　B・t・iebs　und　des　Ve「haltens
der　Aτbeitneh㎜er　im　Betrieb）
　9）講負制ならびに出来高制の賃率規制（Regel㎜g　vOn　Akko・d・und　S節cklo・
hnS池en）
　h）賃金支払原則の設定，ならびに新しい賃金支払方法の導入（AufstelImg
von　Entlohmngsgrmds身tzen　und　Ein舳hmng　von　neuen　EntIohnungsmethoden）
　2．協力的性格の職務（Aufgaben　mit　mitwi・kende㎜Cha・akte・）。これは，
同法・第61条から第66条までの規定による，人事事項（p・rsOnelleA㎎elegenh・
eiten）について妥当する。すなわち，「通常，20人以上の正規被用者（wab1beト
echtigt・Arbeitnebme・）をもつ経営体にあっては，経営協議会は，この章の規
定により，人事事項において，協力し（mitwirk・皿），共同決定（mitbestimm㎝）I
しなければならない」。このような人事事項は，大別すると，つぎの3つである。
　a）配置（E㎞stel1㎜g）
　b）再配置・職場再編成（U㎎mppierung）
　C）解雇（V・rsetzmg）
　3．協議的性格の職務（Aufgab㎝mit　mitberat㎝d・m　Cha・akte・）。これに
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は，拒否権（Vetorecht）がない。同法・第58条，第66条によるものであって，
1，2以外の杜会事項ならびに人事事項がそれである。
　a）杜会的・技術的作業保護（s0・iale　und　technische　A・beitssch・t・）
　b）大がかりな配置と解雇告知（Einste1l㎜g　und　KOndigmg・n　in　g・6Be・em
Umfang）
　4．抗議の可能性を規定していない一般的職務（allgemeine　Aufgaben　ohne
Festleg・ng　de・A・t　der　EinsPruchsm691ichkeit）。同法・第54条によると，経営
協議会は，つぎのような一般的職務をもつ。
　a）経営体および従業員に役立つ措置（MaBmhme）を使用老に提案する
（beantragen）o
　b）被用老のための法律，規葎，協約，就業協定の実施を監視する（wach・n九
　C）被用老の苦情申立を受理し，それが正当た場合には，使用者と審議し
て，実現に協力する。
　d）重傷療老その他，要保護着を経営体へ雇用することを促進す乱
　5．たんなる情報的性格の職務（Aufgab・n　mit　b10BemInfo・mati㎝scha・akter）o
　a）経済事項の報告（Unte・・ichtu㎎in　wi・t・chaft1iche　A㎎e1・genb・it・n）
　b）管理老の配置（Einst・11㎜g　I・it㎝d・r　A㎎est・1工t・・）
　一般にいわれているように，経営協議会の権隈は，杜会事項の領域について
はつよい。それは真の意味での共同決定権といえる。人事事項の領域でのその
権隈は，杜会事項のそれに比較すると，大分弱くなる。ところが，経済事項の
領域では，経営協議会の権隈は，営業の休止，譲渡，合併などの経営変更の一
定の場合にかぎって，有効である。しかもこの有効性は，そのような状況下
で従業員に本質的な不利益が生ずる場合に限定されている。経済事項の領域で
は，経営協議会の権限は非常に弱い。
　ところで，経営協議会のフォーマルな地位とは別に，現実の企業におげる実
態は，どのようになっているのであろうか。小論の関心事は，むしろこの点に
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あるので，以下，ブルーメの調査結果をみてみよう。
注（1）この点について，藻利重隆教授は，西ドイツの経営協議会が，わがくにの労使協
　　議会や・ナチスの信頼協議会にみられるような連合協議会（jOint　C0㎜㎜ittee）と
　　異なり・被用者協議会ないL労働者協議会である点を強調している。藻利重隆著・
　　労務管理の経営学，千倉書房・昭和33年，参照。
　（2）ただし，同法・第9条のlIには，つぎのような規定がある。すなわち，r被用者数
　　1，000人以上をこえる経営体においては，その経営協議会は，第1項で規定されて
　　いる低い数のメンバー数で成立する。ただし被用者が，既存の経営協議会の要請，
　　ないしは選挙権ある被用者の10分の1以上の申請にもとづき，あるいは経営体にお
　　いて代表権ある労働組合が，総選挙に先立ち単純多数決をもって第1項の枠内で経
　　営協議会員の数の増加を議決した場合においては，このかぎりではない」。
3。経営協議会の実態
　経営協議会は・実際には・どのように運営されているのであろうか。ブルー
メの調査結果をみよう。
　まず経営協議会の開催状況は，どうなっているか。ある会議体の活動状況
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ωは・その開催頻度にしめされるといわれる。
　ブルーメは，定期的に開催される場合と不定期のそれを区別している。定期
開催が債習化しているのは・75％であって，これが支配的だといえる。しかも
経営規漢が増大するにつれて，これが憤習化の割合もたかくたり，メソバー数
7人の経営窃議会では70劣，13人以上の経営協議会では80％とたる。
　経営協議会開催の時問的頻度は，7，9，11人のメソバーのレベルが共通の
傾向をみせていて，月例がもっとも多い。8日毎，および隔週毎というのが，
ほぼ同比率である（約25％）。ブルーメによると，11人以上の経営協議会のグ
ループでは，すでに，13人以上のそれと同じように，輿型的な定期開催への僚
向がみられるというo
　不定期開催の場合，その3分の1は月1回であり，2分の1はそれ以上の間
隔で開かれるようであ私そこで定期開催の場合には，時間的間隔も短いこと
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ポ確認される。
　定期開催の僚向は，産業部門によって異なる。たとえば，金属都門の定期開
催は，経営協議会のメシバー数が増加するにつれて頻繁になるのはもちろんで
あるが，他の部門よりもたかい水準をしめしている（全体は70～86％である
のに対し，金属部門は80～94％である）。印刷・紙部門と食品部門は，すく
ない（約70％）。繊緯部門は53％で，もっともすくない。
　会議の時問的聞隔も，産業部門により・かなりの相違があ乱金属・化学・
艦，窯業，食品の各部門では，毎週開催というのが全体の40％であるが，
繊縫部門では13％，印刷・紙部門では4％となり，鉱山部門となると，そうし
たケースはなくな私あとの繊緯，印刷・紙，鉱山の各部門では・月例の場合
　　㈲が多い。要するにブルー刈こよると，「経営協議会が定期的に開かれるか，場
合ごとに開催されるかは，規模の問題であるというよりも，その所属する産業
都門によってきまる。だが経営協議会の開かれる時間的間隔は，その規模につ
　　　　　　　　　　　　13〕よく依存しているのである」。
　つぎに，経営協議会における討議時聞（Sp・・ch・tund㎝）は一体設けられてい
るのであろうか。また設けられるとすれば，どの程度のものであろうか。経営
構成法第38条によると．被用老数100人をこえる経営体においては．経営協議
会は，使用者との綱目的協定をおこない，作業時問中における討議時問を設げ
うる。
　調査によると，すべての経営協議会のうちの半数以上が・定期的に・討議時
間をもっている。25％は1日に6時問以上・17％は6時間以下・15％は毎週
一定日にやっている。のこりの経営協議会は，場合に応じてやっており（28
％），ないしは全く討議時問をもたたい（15％）。
　ブルーメによると，討議時聞をもたない経営協議会は，もっとも規模の小さ
い経営協議会に多い（7人の経営協議会は27％，9人の場合が14劣，11人の
場合が8劣，13人以上ぱ0）。
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　なお産業部門別にみると，鉱山，繊維，印刷・紙の各部門では，討議時聞を
もたない経営協議会が割と多い（たとえぱメソバー数7～9人の経営協議会の
場合だと・鉱山部門43％・繊維部門29劣・印刷・紙部門26劣，金属部門と
食品部門13劣・化学部門5％となっている）。
　要するに，日常の討議時間は，大きな経営協議会にしてよくできる事柄のよ
うである。規模が増大するにつれて，その可能性も大きくなる。1目に6時間
前後，討議のなされる経営協議会となると，7人の経営協議会は14劣，9人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　14〕のそれは36劣・11人の場合は94％となっている。
　なお経営穣成法・第37条I［によると・r経営体の規模と種類により，職務の
正規の遂行に必要な労働時間の欠勤（V・・saumnis　vOn　A・b・its・・it）は，使用者
による労働対価の削減の正当な理由とはならない」とあり，職務からの解放
（b・ruHich・F・ei・tenung）が承認されているわげであるが，立法者は，この解
放が実質的に経営体の規模とその種類に依存することをもみとめている。この
点は，実際にどのようになっているか。
　ブルーメの調査によると，7人の経営協議会では91劣，9人のところでは
66劣が，じつに職務から解放されていないのに対し，11人の経営協議会ば
21劣・13人以上の場合はわずかに4％が・解放されないにすぎない。つねに解
放されているのは，11人以上のところにみられる。産業部門別にみると，金属
部門では，職務から解放されている者が，パート・タイムならびにフル・タ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　15〕イムとも・たかいようであ私逆に・繊縫部門は両方ともにひくい。
　ところで，経営協議会が多面的な責務を遂行しようとする場合，専用の事務
所（B也・o・aum）が必要ではなかろうか。とくに被用老数200人以上のところ
では・これが必要であろう。ブルーメの調査によると，メンバー数9人までの
経営協議会には，専用の事務所はない。だが11人以上の経営協議会は，例外
なく・専用の事務所をもってい乱事務所をもたない経営協議会を産業部門別
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈹にみると，鉱山部門だげが例外的にすくないが（34％），他ぱほぽ同1二である。
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　経営協議会の活動様式（Arbeitsw・ise）は，いかなる仕組になっているか。
いうまでもなく，これも法的規制によりきまってくる。
　重ず，同法・第28条により，r経営協議会が11人またはそれ以上のメソバ
ーを有するとき，経営協議会は，そのメソバーのたかから，単純多数決によ
って，3人の常任委員（Aussch旭B㎜itgli・der）を選ぶ」ことになっている。こ
れが日常的業務の遂行にあたることが，義務づけられているわけである。
　ブルーメのサソプルによると，常任委員会を設置しなけれぱならぬ経営協議
会のうち，そうしていないのがユ5劣ある。もっともこの大部分は，規模の小
さいものである。たお，この常任委員会は，かならず経営協議会内において代
表される各グループの所属員からなることを要するが，この点は実際にどのよ
うになっているか。ブルーメによると，常任委員会の大多数（92％）は，労働
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　17〕老のほかに職員もふくんでおり，合法的だという。
　周知のように，経営協議会の会議には，一定の前提のもとに，労働組合なら
びに使用老の代表が参加Lう私そうした特別会議（S㎝de・sitz㎜g）は，経営
協議会のイニシアティブでおこなわれることもあれぱ，使用者ないしその代表
者によりとられることもありう乱実際には・このイニシアティブはどうか。
　調査によると，特別会議のチャソスは，経営協議会の規模が大きくなるにつ
れて，増大する。7人の経営協議会では，その68劣が特別会議をやっている
が，9人の経営協議会になると，74劣であり，ユ1人の場合は89劣，ユ3人以
上のところでは，じつに88％となっている。だが報告によると，経営協議会
の規模は，だれが特別会議のイニシアティブをとるかに関して，ほとんど影響
力をもたぬようである。各規模を平均Lて，経営協議会側がイニシアティブを
とるというのが49％，使用者側というのは，14％にすぎない。
　産業部門別では，特別会議の一番すくないのが鉱山部門であって，27劣にす
ぎない。頻繁に開催されるのは，金属，化学，繊緯の各部門である（約80％）。
　注目すべき点は，調査された経営体の35％について，使用老が経営協議会
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の会議にまだ全く参加していないことで巷る。制度的面からいって，労働組合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　18〕と経営協議会の関係についても，23％がそうである。ブノレーメはつぎのよう
にのべている。「使用者が経営協会からその会議に招かれず，また自らも特別
会議の動議を出さないかぎり・経営協議会とのコミェニケーシ亘ソは，一経
済委員会や監査役会を別にすれぱ一議長，その代行老，常任委員会，各専門
委員会のメソバーのような個々の代表者との接触にかぎられてくる。労働組合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1副とのコミュニケーショソについても，同じことが考えられる」。やはり，この
点は大きな間題であろう。’
　なお経営協議会には，いろんな専門委員会が設置されるようであ私ブルー
メの調査では，5つの経営協議会のうち，ひとつの割合で，かかる専門委員会
が設けられるようである。実際には，どのようた専門委員会が設げられるので
あろうか。
　こうLた専門委員会としては，1．賃金・給与問題委員会（Aussch0・s・fi．
LOhn・，批kOrd・und　Geha1tsfragen），2．杜会給付委員会（AusschOsse価r　be－
t．ieb1iche　Sozialleist㎜gen，auBer　Wohmngsw・sen），3．安全問題委員会（Au・
sschむsse雌rF・ag・n　d・sUnfa1lschutze・），4．教育訓練間題委員会（Aussch亡sse
舖。F．agen　d・・L・hrli㎎s・und　Be・ufsausbi1d・㎎），5．住宅制度委員会（Auss・
ch七ss・的r　Fragen　des　Wohm㎎・w・s・ns），6．重傷療老対策委員会（Schweト
besch射igtenausschuB）などがあげられるo
　プルーメの調査結果によると，賃金・給与委員会は78劣，杜会給付委員会
は60劣，安全委員会は41劣，教育訓練委員会は21劣，住宅制度委員会は
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ω18劣，重傷褒者対策委員会は6劣の各比率で設置されている。
　こうLた委員会の制度化にとって，影響要素となるのは，やはり，経営協議
会の規摸と，その所属する都門の穣造のようである。
　たとえぱ，13人以上の経営協議会におげる専門委員会設置の比率は，サンプ
ル全体の42％と比較すると，じつに84％とたっている。これが7人の経営協
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議会の場合となると，わずかに22％にすぎない。ブルーメによると，9人か
ら11人にふえると，設置の比率がたかくなる。
　産業部門別にいうと，鉱山業の15％と食品の16％がひくいが，値の部門は
ほぽ同じレベルである。
　なおブルーメがサソプリソグしてとり上げた経営協議会について，いろん狂
統計的データが整理されている。このうちから，経営規模，被用老集団の構成，
労働組合組織に関するデータ，〔ドイツ労働組合総同盟（DGB）およびドイ
ツ職員組合（DAG）の組織率〕，ならびに最近の経営協議会員選挙に対する
参加状況，協議会議長の年齢についてのデータを掲げておくことにする。
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　　　　　　　　　　　　41－45才　　　　　15
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　　4．杜会事項ならびに人事事項についての参加の実態
　既述のように，経営協議会は，杜会事項に関Lては・つよい権限を有してお
り，拒否権と，真の意味での発意権（Initiativrecht）さえももっている。この
点について，ブルーメの調査結果はどうたっているか。
　まず，目常の作業時間と休憩時閻の規制に関L・イソタヴユーの相手は・ほ
とんど満足していた。賃金・給与支払の時間と場所に関しても，同様である。
プルーメはつぎのようにのべている。「これらの間題の場合，かれらの共同決
　　　　　　　　　　　　　　　　　　ω定権は，実際にも，完全に十分であった」。またブルーメは，被面接者のこと
　　　　　　　1到ぱを引用している。「われわれぱ，休憩時間，作業時間，賃金・給与の支払
（Aus・ah1mg　v㎝L6hn㎝md　G・h童1tem）などを共同決定している。それは本
当の共同決定であって・たんに協力などというものではない（Es　ist　eine　echte
Mitbestimm㎎，nicht　nur　ein・Mi榊irku㎎）。われわれば聴取するだけでは泣
い。われわれの同意がなげれぱ，なにごとも決まら次い……上r作業時聞の開
始と終了，休憩時間の規制たどについて，われわれは十分に共同決定しうる。
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これらの事柄は，われわれの承諾（Einwiuig㎜g）がなげれぱ，なされない。
使用著は法律を尊重している」。
　さいきん，西ドイツ企業の多くは，賃金支払期間を長くし，非現金支払へと
その賃金・給与の支払方法を変更したが，そのさいも，経営協議会の共同決定
権が十分に確認されたようであ私ブルーメの調査では・訪間した企業の半分
が，調査期間に，その賃金支払憤行を変えたが，経営協議会が重みのある発言
　　　　　　　　　　　　　1剖をしたのが，86劣に達している。これは，賃金支訟の時間と場所を規定する場
合も，同じ状況のようである。
　教育訓練問題にたると，満足度の程度はひくくなる。現場従業員の教育に関
する共同決定については，十分だと言ったのぼ，被面接老の65％にすぎたい。
職員の教育にたると，45％に落ちる。職業教育に関する経営協議会の共同決
定の分野ぱ，工業条例，手工業条例，商業条例といった法規により薯るしく制
約されているという事情もあって・満足度がひくいとも思われ乱けれども・
現場従業員と職員間で，満足度に犬きな差異のある点も注意すべきである。経
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ω営協議会制度に対する職員の不満・遠慮も，指摘されるべきであ飢
　つぎに，一般的貧率（allg・mein・LOhn丘ndu㎎）の共同決定権については，十
分だとするのが73％であり，一応たかいともいえる。ある経営協議会議長は，
つぎのように言っている。「賃率聞題について，私は十分に共同決定しうる。
われわれの経営協議会には，講習に参加したひとが2人いる。新賃率を協定し
なげれぱならぬまえになると，2人は忙しい。それから，われわれは賃率課へ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈲行き打合せをす私賃金間題には，私の毎日の執務時間の大部分をさく」。満
足度がひくいとも恩われるかもしれないが，これは，ひとつには，賃金・絵与
が実質的に労働協約で決められるからである。またしぱしぱ大企業では，使用
者により，一般的労働協約よりも多くの譲歩がおこなわれる。そうした結果が，
小企業でも遣従されることになるが，成果は当然にひくいものとなる。小企業
では，満足度がひくい。
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　ある企業では，経営協議会と使用老が別々に案を作成し，それから一繕にな
って，統一的な賃金・賃率システム（einheitliches　Lo㎞・㎜d　Akkordsyste㎜）を
作成する。あるいは，経営協議会と使用老が，双方同数の委員会をつくって，
はじめから共同して考えてゆく。もっとも，46の経営体のうちの5つは，賃率
については，当初から協議をせずに，個々の従業員の抗議と苦情申立があって
はじめて，協議を開始している。この場合のひとつの考え方は・つぎのような
経営協議会議長のことぱにしめされる。「賃率が決められる場合には，もちろ
ん私は参加できるのだが，そうしない。私はそうすることが正しくたいと思っ
ている。経営協議会はこの点で共同責任（mitve・antwortlich）をもつべきでな
いからだ。経営協議会が労使同数の委員会で作業評価をやることもよくない。
われわれが統制職能を行使することになるからである・そうなると・われわれ
　　　　　　　　　　　　　16〕は自らを経営老にしてしまう」。
　経営福利（betriebIiche　Woh1fahrts－und　S0・ialeinrichtungen）はどうか。この
管理の共同決定権については，4分の3が使用してい孔この点についての共
同決定を否定している場合は，鉱山部門のように・いくつかの経営体から編成
されているとか，従業員数がわずかで・この種の施設がほとんどないとか・共
　　　　　　　　　　　　　　：刊同管理の必要性がないことによる。
　　「疾病基金についても，われわれは法規に則り取締役会で主張している。要
保護老に対する杜会委員会，食堂委員会といった福祉会議の席でも同様であ
る。われわれは完全に共同決定している。われわれは，杜会課（So・i・lb七ro）と
非常に緊密に共働している」。つぎのようたことぱもあった，「疾病基金，困窮
組合のような経営杜会施設の場合・われわれは十分に共同決定をなしう乱こ
の経営協議会からは，2人の同僚が，仕事を任されている。もうひとりの同僚
は，杜会課を指導Lている（1・it・n）。そうすることで・杜会課と経営協議会が
調整されるので，目的に適っている」。
　ブルー刈よ，この杜会事項の問題のなかで，災害防止（Un｛al1sch・t2）と・青
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少年保護法（Jugend・chut・ges・tz），母性保護法（Mutte・schut2ges・tz），重傷藻
者保護法（Schwerbeschad敏engesetz）のような，各種の保護法の監視（廿beト
wach㎜g　v㎝Schutzgeset・・）にもふれている。「いかなる場合にも，われわれ
の資料では，こうしたテーマについて，不活発な経営協議会議長は見出された
　　　働かった」。こんな意見が報告されている。「われわれは，作業場所の安全（災害
防止）のために，大きな委員会を設置している。それは労使同数である。経営集
会で，私ぱしぱしぱこの問題にふれる。青少年保護，母性保護などについても，
われわれの苦情はたい。われわれは常時，気を付けている。工場幹部も，気を付
げていて，法を犯さない。なにか起っても，われわれはつねに一致できる」。
　ブルーメによると，結局，r被用者の目からすれぱ，杜会的共同決定ぱ・大
体旨くいっており」，とりわげr日常の作業時間と休憩時間の規制，ならびに
賃金・給与支払の時期と場所の規制の場合には，満足している者の数がたかい
　　　　　　　1到のが印象的である」。ブレーメはつぎのようにものべている。「杜会事項に関す
る共同決定を不十分だとする声は，一般に表明されていない上ただ教育訓駄
徒弟・職業教育に関する共同決定権は，かならずLも十分だとは考えられてい
ない。
　なおブルーメの調査では，この問題に対して，経営協議会の規模，経済委員
会の存在，産業部門のちがいは中性であった。そのほかブルーメは・つぎのよ
うな諸点を確認している。1．経済委員会の存在は，一般的賃率に関しては中
性である。2．経営協議会に対する使用老の関係は，労働考の徒弟・職業教育
において，全体と全く逆になっている。すたわち・この領域では・経営者の態
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈹度が親方（Herr㎝im　Ha・se）的だとみられているである。
　つぎに，人事事項に関してはどうか。さきの杜会事項とは異なり，もともと
経営協議会は，経営構成法・第56条により，人事問題については，かならず
しも同権的な共同決定権をもっていない。しぱLぱ，経営考が単独で意思決定
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をおこなうのである。実際，多くの場合に，経営協議会は・同法・第61条I
の個別解雇のさいの情報権，同法・第66条Iの個別解雇のさいの聴取権，同
法・第66条皿の大量解雇のさいの討議権をもつにすぎない。そこで，杜会事
項の共同決定の領域よりも，人婁事項の参加については・満足度はひくい。
　まず，「あなたは，配置に対する共同決定権を十分だと考えているか」とい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ωう質問について，回答老の半数以上が・不十分だとのべた。
　回答のμ％は，情報の質と量について，不満をのべている。もっとも，こ
の不満は，法規でえられる情報提供だげでは不満なのか，法規にも及ぼない清
報しか与えられない点で不満なのか，わからない。げれどもブルーメによる
と，「多くの場合，法的には十分な情報も，不十分なものと表明される」よう
であ私だが一方，情報について，十分だとする者もい飢このグループの46
％は，経営協議会の同意がなけれぱ，実際には，だれも配置され汰いし，つね
に異議申立権を行使するチャソスがあることを強調Lた。この人びとには，適
時に，十分に情報が与えられているわけである。また38％は，注釈なしに，
十分た情報をえていると答えねただ，これらは現場従業員の場合であって・
経営協議会は，職員の配置については，参加権を行使する可能性を，ほとんど
　　　　　　　　　⑫もたないようであるo
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈱　回答者の5分の4は，個別解雇のさいの権利が十分だと報告した。今日では・
使用者による個別解雇告知は珍しい。つまり・まず当該被用者の罪状があって・
それから使用老が解雇を告知するのであるから，経営協議会も，解雇に対する
同意を，あまり拒否しえたいようである。解雇の場合・使用者自身も・経営協
議会を無視しないようである。ブルーメによると，別に世論の圧力でそうして
いるのではない。経営協議会といえども，明確な理由のある解雇告知には，や
はり同意せざるをえ在い。
　大量解雇の場合には，満足度は，個別解雇の場合ほどにたかくたい。1952年
以降に大量解雇をおこなった経験のある74の経営体のうち・49人の経営協議
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会議長（66劣）のみが，共同決定権が十分だと答えたにすぎない。ブルーメ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　蜘は・大量解雇についての不満の大きい理由を，つぎのようにあげてい孔
　1．大量解雇のさいには，個別解雇で通常なされるように，その反論が当人
たちに許されないがゆえに，不愉快たものである。・
　2．大量解雇にさいしては，経済的観点と杜会的観点が競合するが，結局，
後者は大量解雇を阻止しえない。
　3．大量解雇される人びとにとっては，経営協議会が協力したわげであるか
ら，伸間に裏切られたという感情がのこる。
　そ柵こもかかわらず，不愉庚な大量解雇がおこなわれる所以は，その理由が，
経営協議会の手の届きかねるところに，つまり経済的決定（wiτtscha舳che
Entscheid㎜9）の領域に在るからである。「われわれは，さいきんだと1958年
に，犬量解雇をやった。私はまだ経営協議会議長ではなかったが，労働官庁
（A・b・i鳩・固t）がこの解雇を承認し，300人が解雇された。最初，経営協議会は大
量解雇に低抗し，一そうの操業短縮を導入した。それから，長い交渉ののち，
われわれぱ，そうした低抗が全く無意味なことを，心重くも認めざるをえなか
っれ使用者と一繕になって，（解雇される）人びとを選んだ。婁ず独身者が，
ついで二重所得者が選ぼれた。経営老は，経営協議会にいる人びとも解雇しよ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈲うとしたが，これには，われわれが反対し，こちらの言い分が通った」。
　たおブルー刈ま，2つの経営体の被面接老が指摘した策略（M・nipuiati㎝）
を記戴している。経営穣成法・第66条■の規定する最低限度を悪用すると，
使用老ば大量解雇の法的事実を回遼できるという。
葦主（1）　Blu】皿e，a．a，O、，S．102．
　（2）　Blu－ne，a－a．O一，S．112．
　（3）Blume，a．a．O．，S．102．
　（4）　Blu皿e，a－a．O．，S．102－103．
　（5）　BIu血e，a－a．0。，S．114一
　（6）　Bヨ1］me，a．a．0．，S．113．
410
113
BIu㎜e，a．a．0．，S．103．
B1ume，a．a．O．，S．116．
B1u㎜［e，a．a．0．，S．109．
B1ume，a．a．O．，S．112．
Blume，a，a．0．，S．120．
BIume，a．a．0．，S，121．
Blume，a．a．O．，S．122．
Blume，a．a．0．，S．123．
Blume，a．a．0．，S．138．
5．経営協議会，労働組合，使用者
　経営協議会は，実際には，労働組合ならびに使用老に対し，それぞれ，どの
ような関係をもっているのであろうか。
　まず，経営協議会と労働組合の関係であるが，一般に，両者は補完的目的を
有する制度であるといわれている。経営協議会は主として企業内部で被用者を
代表し，労働組合は主として外部で代表する。
　両者の補完的・協力的基礎は，経営協議会議長が同時にまた労働組合の活動
分子（Gewe・kschaftsf㎜kticn童r）であることによって，法規のみならず，人的
にも確保されているo
　経営協議会と労働組合の接触はさまざまであるが，一般に，企業内部よりも，
むしろ外部で，たとえぱ地区評議会（0rtausschuB）の会合や組合研修などで，
おこなわれているという。調査によると，多くの場合，経営協議会は複雑な問
題について組合本部の活動分子の助言をもとめている。かれらは，産業部門や
企業では看過され勝ちな問題について，よりよい展望をなしうるからであ乱
また経営協議会は・かれらと合同して，使用者に対するr作戦計画」を練るこ
ともある。さらに，経営協議会，経営指導者，労働組合の三著が，相互に協議
をしたことも報告されている。
　けれども，ここでより重要なのは，労働組合活動分子が経営協議会に参加す
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る形式である。「活動分子はたえず経営協議会に参加するか」という質問に，
76％が肯定の回答をよせている。これは，あとでのべる，使用著の参加を肯定
したものよりも，21％もたかい。ブルー刈ま，この点からも，経営協議会と労
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ω働組合のあいだの，より強力な達繋の煩向を指摘している。
　ところで調査においては，経営協議会員が労働組合に対L，いかなる考えを
いだいているかを報告している。「組合の地区評議会に対する関係が，非常に緊
密であるのは・経営協議会の活動にとって，良好であるか」という質問に対し，
回答著の圧倒的多数（96％）は肯定のこたえを出している。また「労働組合と
の緊密な関係により，経営協議会の自主性が犯されはLないか」という問いは，
同じように否定された。つまり・経営協議会は労働組合と緊密た関係を保ちつ
つ・しかもその自主性をまもっている，というのがかれらの回答である。この
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　②点は，ヒュアステソベルクの結論と一致している。
　そこで，経営協議会員と，組合活動分子が，かならずしも同一意見をもつと
はかぎらないであろう。rあなたは・個人的に，労働組合に対する接触をどう
思うか」という質問に対し・87劣が良好だとしている。ところでr良好な接
触」とは・どういうことであるか。イソタヴユーによると，それは，いかなる
場合においても，労働組合との完全な利害の一致を意味しない。たとえぱ，賃
金政策と労働時問間題に関し，両者の立場はかたらずしも同一ではなかった。一
般的観点による労働組合の政策は，経営協議会の個別企業的願望を相応には斜
酌し淀いようであ私ここでも・経営協議会の限界状況が確認されるわげであ
乱けれども・ブルーメによると・一致に対する両者の意思と準備は，経営協
議会と使用者のあいだのそれよりも，はるかに強かった。経営協議会員は，緊
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1副張の場合でも・組合活動分子たることを自覚しているという。また，使用者に
対する関係を良好だとする者と，労働組合に対する関係を良好だとする著の割
合を比較すると，経営協議会員のセソチメソトは，使用老に対するよりも，ず
っとはるかに労働組合の方向に煩いているという想定が確認される。
　412
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　115
　なおブルー刈こあっては，経営協議会と労働組合の密接なむすびつきを掩護する意見
も，また経営協議会と労働組合の接触を良好だとする芦も，ともに企業の次元におい
て，急進的評議会運動（syndikaIistische　R身tebewegungen）が，今日なんらの反響を
見出さないことの，聞接的証拠とLて評価されている。
　経営協議会と使用者の関係は，すでにのべたように，経営構成法の第49条に
しめされている。それは信頼にみちた共働と，平和義務を規定している。かく
て今目の経営協議会は，1920年の経営協議会法の規定とは対照的に，使用老
に対する被用者の突撃隊（StoBt・upp）の役割をはたすだけではなく・つねに
r共通の経営目的」（gemeinsam・s　B・tri・bs・i・1）という上位観点のもとで・被用
老のイソタレストを追求しなければならないのである。けれども，共通の経営
目的が論理的意味において典型的な虚構であることは，自明の理であろう。経
営協議会と使用著が，杜会事項に関して同一平面で共働しうるとしても，人事
的・・経済的事項の際には，両考の力関係は同等でありえず，Lたがってr信頼
にみちた共働」は，かならずしも立法著の望んだようなかたちでは，おこなわ
れたいからである。
　共働そのものは，定期的にも，また定期外にもおこなわれる。経営構成法
第49条mこよると，「使用者と経営協議会は，月に1度，共同討議のために会
合しなけれぱならない」と規定されている。また経済委員会や監査役会のある
ところでは，それらの形式が両老のパイプとして用いられることもある。さら
に両者は定期的に各種の委員会で会う。多くの企業では，週毎たいし隔週毎に・
全般状況討議（al1g・meine　LagebesPrechu㎎・n）が開かれる。これらの定期的な
会合のほかに，‘丙者は配置・解雇等といった，さまざまな問題について，不定
期に会合する。もっともこの場合，経営協議会員が全員加わるのではなくて，
ごく一部が出席するにすぎたいのではあるが。ところで・ここで重要たのは・
使用者たいしその代表者が，経営協議会の会議に直接に参加することである。
この点についての報告は，すでにのべた通りであるが，とりわけ，このような
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使用者の参加は，ほかに経営参加制度があるか否かにかかわりがある。監査役
会ないし経済委員会の設置されている企業にあっては，使用者が経営協議会の
会議に参加することはすくない。とくに，経済委員会よりも，監査役会の存在
する場合に，そうした傾向があらわれる。
　なお使用者の参加については，経営協議会議長の任期との関違で，興味深い
ことがある。議長が永くたるにつれて，公式的会談にかわり，個人的接触がお
こる。
　それから，経営協議会議長の年齢も，ひとつの影響要因たりうるようであ
乱この年齢がたかくなるにつれて，やはり共働（Zu・amm㎝a・beit）に対する
擁護の声は大きくなる。共働に賛成するのは，40才以下が66劣，41～50才
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　14〕が68劣，50才以上では，じつに83％という比率に達する。
　経営協議会議長が使用者に対する関係をいかに判断するかは，教育訓練
（Aus・und　Weiterbi1dmg）の問題ともかかわりがある。教育をうけた議長と，
そうでない議長のあいだでは，その判断にちがいがあ私経営者との共働に賛
成するのが，前者は78％であり，後者は67％となる。
　いうまでもたく，経営協議会に対する経営者の態度が，また経営協議会，経
営協議会議長の経営老に対する態度を規定する。経営協議会の共同決定権につ
いての満足度が，影響要因となるわけである。この点については，前節でふれ
たが，一般に，経営規模が増大するにつれて，使用者が経営協議会に対して消
極的態度をとるとする見方はすくなくなっており，批判的見方は，小企業から
出ている。また産業部門別にみると，使用老が経営協議会を歓迎しているとす
る見方は，石炭・鉄が69％，化学と紙は73劣，金属は43劣で，一番ひくい。
注（1）　Blume，a，a．O．，S．149・
　（2）　F．F倣stenberg，Der　Betriebsrat＿Strukturanalyse　einer　Grenzsituation，
　　i皿：K61ner　Zeitschrift　f｛ir　Soziologie　und　SozialpsychoIogie，1958．S．418．こ
　　の論文については，グーテンベルクの前掲書のなかでも紹介されているが，藻利教
　　授によっても，とり上げられている。藻利重隆稿・限界制度としてのドイツ経営協
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　議奏，一橋論叢，151巻i号。
く3）　Blu㎜e，a．a．O．，S．150．
く4）　Blu血e，a．a．O”S．154．
6．む　す　び
　ここでは，ブルーメの調査結果を通じて，西ドイツ企業における経営協議会
の実態にふれてみた。ブルーメ自身のべているように，「立法著が意図したこ
とと，実現されたもののあいだの間隙は，すべての数字から読み取られ…・・…・
立法老の意志からの離反（Entfemmg　v㎝Wiuen　des　Ges物9eb・rs）」が，いた
るところにみられるようであ乱とくに人事事項と，ここではふれることので
きなかった経済事項については，たしかに，そうした事態がみられるようであ
る。この領域では，経営協議会と使用着の力関係は同等でなく，Lたがって
「信頼にみちた共働」というのは，幻影かもしれない。ブルーメは，法と現実
のひらきを強調している。
　ブルー刈よ，使用老側の共働に対する意思が不十分な点を，重夫なこととL
て指摘Lているが，同時に，被用老側の関心のひくさ，被用者側代表の知識不
足，活動不足もあげてい乱　このため，教育的，心理学的処置（p童dagogische
伽d　psycbO10gis・he　MaBnah加e）の方向が，まずしめされるが，さらに，法律
の改正も示唆されている。
　げれども，杜会事項については，ブルーメの資料からLても，かれ自身の強
調するほどに，その実態は悲観的たものではないように思われる。経営杜会政
策の領域では，経営協議会法の発布される以前から，労使の共働の「歴史的贋
行」（historis・he　G・wohn㎜g　an　ein　Zusamm・nwirken）が存立Lていたが，こ
の場合，そうLた土壌のうえに、その共同決定権はかなり生かされているよう
にみえる。とくに，大企業についてはそう言って差し支えないと思われる。
　だが，全体として経営協議会の実態をみると，やはりr立法著の意志からの
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離反」は否定しえない。経営構成法と芙同決定法が発布され，企業で集施に移
されてから20年近い今目，ひとり経営協議会のみならず，共同決定制全体に
ついて，こうした問題がおこっている。企業の現実に即して，今後，問題提起＝
がなされるべきであろう。
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